132V2、142V2付属証明書
エコマーク商品類型No.132「トナーカートリッジVersion2」付属証明書(案)
A.新品トナーカートリッジ

本付属証明書は、エコマーク商品類型「トナーカートリッジVersion2」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日：20
	年
	
	月
	
	日

	申込商品ブランド名
	

	申込者(会社名)
	
	印(社印を捺印)



	＜付属証明書の作成方法＞
1. 申込製品に関する必要事項を「記入欄」、「適合/不適合」にチェックまたは記載して下さい。
2. 「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。
「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。
3. 各証明書の作成は(記入表)を参照して下さい。
4. 「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。



	項目
	記入欄／添付資料　※該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示(予定)の媒体について記載下さい。
※原則として製品、包装、取扱説明書、商品説明書(パンフレットなど)等にエコマークを表示すること
	[bookmark: チェック9]表示媒体：□製品　／ □包装　／□取扱説明書
□商品説明書(カタログ・リーフレット)　／　□Web 
□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	エコマーク表示予定設計図

エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	エコマーク表示予定設計図(書式自由・原稿)をご提出下さい。


	
	エコマークを表示しない(予定)場合はその理由を右欄に記載下さい。
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】



	項目
	記入欄
※該当する事項をチェックして
下さい
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	製品種類
	□新品カートリッジ
□再生カートリッジ
	パンフレットなど
	申込者

	モノクロ/カラー
	　□モノクロ　/　□カラー
	パンフレットなど
	申込者

	商品区分の分類
	□トナー容器＋現像ユニット(一体型)
□トナー容器＋ドラム(一体型)
□トナー容器＋現像ユニット＋ドラム(一体型)
□現像ユニット＋ドラム(トナー容器セット)
	パンフレットなど
	申込者

	製品を開発した会社
	□他社／□自社
	他社開発製品の場合、申込承諾書(記入表0)
	申込承諾者

	本商品類型(Vesion2)で、既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が
□ある／□ない
	· エコマーク商品認定審査結果通知書の写し
· 既認定型式と申込時型式の対応表、項目ごとの同一証明(もしくは、本付属証明書にその旨記載)
· 4-1-1.(3)~(5)、4-2-3.(18)~(20)、および変更点に関する証明書
	

	申込カートリッジに対応する機器について、商品類型No.155「複写機、プリンタなどの画像機器Version1」の認定を自社で受けている
	□はい　/　□いいえ
認定番号：[  　　　　         　]
	・4-1-1.(1)~(5)、(7)、(８)、4-1-2.(17)、4-1-3.(18)~(20)、4-2.(22)および変更点に関する証明書
	



【カートリッジが使用できる機種】
	機器名(メーカー名、機器名)

	





	カートリッジの品番名
	色
	記入表6に記載の名称
	SDSに記載の名称
	Ames試験結果に記載の名称
(SDSにAmes試験結果の記載がない場合)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



上記の全ての品番は対応する本体機器が
□同一である　/　□異なる(別申込となります)

※　品番により容量違い等がある場合には、以下に説明して下さい。
	




	
試験所
	記入欄　※該当する事項をチェック・記入して下さい

	□自社でNo.155認定を受けている(以下の記載を省略可能)

	4-1-2.(9)～(10)
有害物質の放散
	試験所名
	

	
	試験所の所在地
	

	
	試験所の要件
	＜第三者試験所、製造者の試験所＞
□ISO/IEC17025(一致規格JIS Q17025)の認定を受けている
　　認定・登録番号[　　　　　　　　　　　　　]　制度名[　　　　　　　　　　　　　　]
□ISO/IEC17025(一致規格JIS Q17025)に従って運営されている
□サンプリングと分析を含む品質システムを確立し、かつISO9001(一致規格JIS Q9001)の認定を受けている
　　認定・登録番号[　　　　　　　　　　　　　]　
□サンプリングと分析を含む品質システムを確立し、かつISO9001(一致規格JIS Q9001)に従って運営されている

＜製造者の試験所＞
□サンプリングや分析過程の監視をしている
□監督官庁より分析と試験の実施の認可を受けている
□サンプリングと分析を含む品質システムを確立し、ISO9001(一致規格JIS Q9001)を保持している
□サンプリングと分析を含む品質システムについてISO9001に準拠する社内規格があり、それに則して測定が行われている





	


項目
	基準概要＆記入欄
	適合/不適合
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	4-1-1.
(1)
	機器に使用されるトナーカートリッジは、「製品設計チェックリスト」に適合する
	　□　はい
　□　いいえ
	記入表1
	設計責任者

	4-1-1.
(2)
	個々のプラスチック製筐体部品は、それぞれ1種類のポリマーまたはポリマーブレンドにより構成されている
	　□　はい
　□　いいえ
	記入表2
	設計責任者

	
	筐体部品に使用される全ての25gを超えるプラスチック製部品は、4種類以下の互いに分離可能なポリマーまたはポリマーブレンドにより構成されている
	□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-1.
(3)
	使用済みトナーカートリッジの回収システムがあり、そのシステムが有効であること
	　□　はい
　□　いいえ
	使用済みカートリッジの回収システムを説明した文書(回収方法)、過去3 年程度の回収実績値(記入表3)
	管理責任者または担当者

	4-1-1.
(4)
	使用済みトナーカートリッジのマテリアルリサイクルのシステムがある
	　□　はい
　□　いいえ
	トナーカートリッジの総質量、部品の再使用・マテリアルリサイクル率および再使用・マテリアルリサイクル用途を記載した説明文書(記入表3)
	管理責任者または担当者

	
	回収したトナーカートリッジ部品の再使用・マテリアルリサイクル率が、回収した使用済製品全体質量(トナー/インクを除く)の60%以上である
なお、新品トナーカートリッジの再使用・マテリアルリサイクル率については、2018年7月までは、50%以上でもよい
	□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-1.
(5)
	回収したトナーカートリッジの再資源化率が回収した使用済製品全体の質量(トナー/インクを除く)に対して、95%以上である
	　□　はい
　□　いいえ
	再資源化率および再資源化できない部分についての処理・処分の体制が整備されていること(処理能力、処理内容など)の説明文書(記入表3)
	管理責任者または担当者

	
	回収したトナーカートリッジの再資源化できない部分は、減量化等が行われた上で、適正処理され、単純埋立されない
	□　はい
　□　いいえ
	
	

	
	カートリッジとともに回収された包装材料、廃トナー、およびその他の廃棄物(回収対象外のカートリッジを含む)は可能な限り再資源化したのち、残りは適正処理される
	□　はい
□　いいえ
	
	

	4-1-1.
(6)
	使用される用紙が以下a.～c.に該当する場合は、各社の品質管理上の規定に基づき、当該基準に合致する用紙の少なくとも1種類以上が使用可能である
a.エコマーク商品類型No.106「情報用紙Version3」の適用範囲「PPC 用紙、フォーム用紙、カラープリンタ用紙(インクジェット用紙)」
b.エコマーク商品類型No.107「印刷用紙Version3」の適用範囲「印刷用紙(ただし、経済産業省「紙・パルプ統計年報」による紙の品目分類のうち、「筆記・図画用紙」等に含まれる画用紙類に使用されるものは除く)」
c.グリーン購入法「2.紙類」の【情報用紙】「コピー用紙、フォーム用紙、インクジェットカラープリンター用塗工紙」、【印刷用紙】「塗工されていない印刷用紙、塗工されている印刷用紙」

	使用可能な用紙
	□a ／ □b　／　□c

	製造事業者名
	

	銘柄名
	

	エコマーク認定番号
	


※エコマーク認定番号は、認定の用紙の場合に限り記載すること。
※複数の用紙が使用可能な場合には、代表の用紙を記載すること。
	　□　はい
　□　いいえ
□連続用紙、大判用紙または写真・はがき用紙専用の機器に用いられるカートリッジに該当
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	
	

	4-1-1.
(7)
	カートリッジの包装または梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さおよび廃棄時の負荷低減に配慮されているこ(包装材料チェックリストに適合する)
	　□　はい
　□　いいえ
	記入表4
	設計責任者または担当者

	4-1-2.
(8)
	トナーカートリッジは鉛・水銀・カドミウムおよびそれらの化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル(PBB)、ポリブロモジフェニルエーテル(PBDE)の含有率が、改正RoHS指令(2011/65/EU)の Annex II(表2)に適合する
ただし、Annex IIIに指定されているものは除く。
また、短鎖塩素化パラフィン(鎖状C数が10～13、含有塩素濃度が50%以上)の難燃剤を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	
	(確認方法の詳細を以下に記入して下さい)
□A. JIS Z 7201「製品含有化学物質管理 －原則と指針」に基づいて実施している
□B. 申込者(もしくは製造事業者)が試験によって確認している
□C. 申込者(もしくは製造事業者)が当該物質を含む「グリーン調達基準書」などを作成し、部品供給事業者に含有有無(含有量)を確認している
　グリーン調達基準書の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
　URL(掲載している場合のみ)：　　　　　　　　　　　　　　
　※掲載していない場合には、初回の認定時および基準書の改版時後の申込時に提出して下さい。
□D. 申込者(もしくは製造事業者)が部品供給事業者に対して、当該物質の試験結果の提出を求めている
□E.その他：[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
	
	
	

	4-1-2.
(9)
	カートリッジを装填した機器は、RAL-UZ171に規定する測定方法により得られた値が、モノクロ機器の動作中、およびカラー機器のモノクロ動作中およびカラー動作中の有害物質の放散について表2を満たす
・試験は申請カートリッジに対応する機器が複数存在する場合には、製品速度が最も高い機器に対して最低限実施する
· 大判形式の測定は表2-1に従う
· カラー機器でカラー動作時における放散速度がモノクロ基準値を満たす場合には、白黒動作時の測定を省略することができる
· なお、2014年4月以前に測定を実施した機器については、ブルーエンジェルRAL-UZ122に従った試験結果も認める
	　□　はい
　□　いいえ
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	記入表5
(申込時の提出が困難な場合、念書の提出)
	試験責任者、管理責任者、または担当者

	4-1-2.
(10)
	電子写真方式の機器(250L以下)は、RAL-UZ171に規定する測定方法により得られた値が、モノクロ機器の動作中、およびカラー機器のカラー動作中の微粒子および超微粒子サイズ域の粒子の放散について以下を満たす
なお、大判形式の測定は表2-1に従う
	　□　はい
　□　いいえ
(次項に合致する場合には、未記入で可)
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	記入表5
(申込時の提出が困難な場合、念書の提出)
	試験責任者、管理責任者、または担当者

	
	機器体積が250Lを超える機器についてはRAL-UZ171の規定に従って測定を行い、結果を報告する
2018年7月までは250L以下の機器に関してもRAL-UZ171の規定に従って測定を行い、結果を報告する
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-2.
(11)
	感光体にはカドミウム、鉛、水銀、セレンおよびその化合物を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	
	

	
	本項での確認している方法を記載して下さい。(4-1-2.(8)記載の確認方法A～D参照)
□A　/　□B　/　□C　/□D
□Eその他：[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
	
	
	

	4-1-2.
(12)
	トナーカートリッジは、貯蔵、輸送あるいは取り扱い時にトナーが漏れ出すことがないように、密封されている
	　□　はい
　□　いいえ
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	
	

	4-1-2.
(13)
	トナーには、以下a.～f.の各物質を処方構成成分として添加していない
a. EC規則1272/2008のAnnex VI、表3.1のカテゴリ1A、1B、または2に分類される発がん性物質
b. EC規則1272/2008のAnnex VI、表3.1のカテゴリ1A、1B、または2に分類される変異原性物質
c. EC規則1272/2008のAnnex VI、表3.1のカテゴリ1A、1B、または2に分類される生殖毒性物質
d. REACH規則のAnnex XIIIの基準に基づく、難分解性、生体蓄積性毒性物質(PBT物質)またはきわめて難分解性で高い生体蓄積性の物質(vPvB物質)
e. または、その他理由から、またはREACH第59条1項に記載のリスト(いわゆるSVHC候補リスト)に掲げられた特に警告されている物質
f. EC規則1272/2008のAnnex VIの表3.1または3.2に基づき以下のHフレーズまたはRフレーズを伴う混合物のラベリングを要する、または同種混合物分類の要求に合致する物質
H370(R39/23/24/25/26/27/28)　臓器を傷害する
H371(R68/20/21/22)　臓器を傷害する恐れがある
H372(R48/25/24/23)　臓器を傷害する
H373(R48/20/21/22)　臓器を傷害する恐れがある
d.およびeは、RAL-UZ171のAppendix R-L2(2010年12月14日発効)を参照すること。
	　□　はい
　□　いいえ
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	記入表6および色材のSDS
(SDSにAmes試験結果の記載がない場合には、Ames試験の報告書の提出(試験実施機関名、被験物質名称、試験実施期間、使用菌株(5菌)および試験結果が含まれていること)
	トナーの製造事業者の責任者または担当者

	4-1-2.
(14)
	トナーは、カドミウム、鉛、水銀、六価クロム、ニッケルおよびその化合物を処方構成成分として添加していない(色材剤として分子量の大きいニッケルの錯化合物は除く)
	□　はい
　□　いいえ
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	記入表6
	トナーの製造事業者の責任者または担当者

	4-1-2.
(15)
	トナーは、1つ以上のアゾ基の分解(ドイツ食品日用品法第35条に基づく公的試験法集成による)によって、表3のアミンを生成するアゾ着色剤(染料または顔料)を使用しない
	□　はい
　□　いいえ
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	記入表6
	トナーの製造事業者の責任者または担当者

	4-1-2.
(16)
	トナーに殺虫・殺菌性物質を使用する場合には、「殺生物製品の市場での入手と使用を可能とすることに関する2012年5月22日付の欧州議会および理事会規則(EU)No528/2012」のAnnex Iにリストされた成分のみを処方構成成分として添加している
ただし、リストされていない物質を使用する場合には、当該指令に基づいて承認申請が提出されていれば添加は許されるが、不認可が決定された場合にはその限りではない
	□　はい
(殺虫・殺菌性物質の使用なし)
□　はい
(殺虫・殺菌性物質の使用あり)
　□　いいえ
□対象外の機器
□自社でNo.155認定を受けている(省略可能)
	記入表6
	トナーの製造事業者の責任者または担当者

	4-1-2.
(17)
	申込商品の製造にあたって、最終製造工程を行う工場が立地している地域の環境法規等を順守している
	　□　はい
　□　いいえ
	記入表7
	製品組立工場の工場長

	
	申込日より過去5年間の環境法規等の違反がない。もしくは、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守している
	□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-3
(18)
	カートリッジ製品の包装、同梱される印刷物または本体機器製品の取扱説明書のいずれかに、以下に該当する内容を利用者が見やすいように記載している
なお、記載にあたっては、ユーザーへの視認性を損なわない範囲で、紙資源を節約できるように努める
	□　はい
　□　いいえ
	
	該当部分の写し
	

	
	項目
	表示媒体
	
	

	
	a.申込商品名
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	b.申込者の社名(会社ブランド名などを可とする)
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	c.連絡先電話番号
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	d.正しい取扱い方法
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	e.トナーが手についた場合および万一、目や口などに入った場合の処置
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	f.子供の手が届かない場所に保管するべきこと
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	g.使用後の回収方法
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	h.利用者へのアフターサービスに関する情報
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	i.無理に開けてはならないこと
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	
	j.不適切な取り扱いの結果トナーダストが漏れ出した場合には、ダストの吸入および皮膚接触を避けるべきこと
	□包装　/　□同梱印刷物
□本体機器製品の取扱説明書
	
	

	4-1-3.
(19)
	カートリッジ本体に次のaおよびbを利用者が見やすいように記載していること。
a.申込商品名
b.申込者の社名(会社ブランド名などを可とする)
	□　はい
　□　いいえ
	本体の該当部分の写真、見本など
	

	4-1-3.
(20)
	包装、宣伝用印刷物またはウェブサイトに製品の適用機械のシリーズを、利用者が見やすいように情報提供している
また、製品の適用機械のシリーズに関する最新情報の入手手段を利用者に提供している
	□　はい
　□　いいえ
	包装、宣伝用印刷物、またはウェブサイトの該当部分のURLなどの該当部分の写し
	

	4-2.
(22)
	自社規格によって品質管理されたものであり、印字不良・トナー漏れ・ノズル詰まり・本体破損などの品質不良についての品質保証がなされている
	□　はい
　□　いいえ
	a)自社規格に基づいて製造段階における品質管理がなされていること、および品質検査で合格した製品のみを出荷することの証明書(記入表9)
b)、ISO9001または他の品質マネジメントシステムを取得している場合は認定書の写し
	工場長(または管理責任者)

	
	製造段階における品質管理が品質マネジメントシステムに基づき十分なされている
	□　はい
□　いいえ
	
	



記入表1  製品設計チェックリスト
(No.132「トナーカートリッジVersion2」、No.142「インクカートリッジVersion2」共通)

◆製品設計チェックリストの考え方
カートリッジは容易にリサイクルできなくてはならない。「製品設計チェックリスト」には、ドイツブルーエンジェルRAL-UZ171 を参考に、リサイクル容易性を高める指標が挙げられている。これらの指標は次の設計思想に基づいている。

【組み立て構造および結合技術】
· カートリッジは技術的に必要とされない限り、異なる材料間の結合を解除することができない結合(例えば、接着、溶接)を使用しないこと。
· カートリッジに使用される結合は容易に解除可能な機械的な結合であること。
· カートリッジは容易に手分解または機械分解できること。

【材料の選択】
· 筐体部分：材料の種類数を減らすために、個々のプラスチック製筐体部品はそれぞれ1種類のポリマーまたはポリマーブレンドからなること。筐体部品に使用される全てのプラスチック製部品は4種類までの分離可能なポリマーあるいはポリマーブレンドからなること。
· 大型の筐体に使用されているプラスチック材料は、既存のリサイクル技術に基づいて、高価値・長寿命の製品製造に再活用できるように構成されていなければならない。
· 部品へのコーティングは可能な限り少なくし、使用する場合には理由付けを行うこと。なお、電気メッキは使用してはならない。
· カートリッジは再生プラスチックが使用されるか、使用が許可されていること。

【使用後のカートリッジの活用】
· 事業者はカートリッジに使用される部品の再活用に関する情報を収集し製品設計に活かしていること(例えば、分解方法、部品の再使用、リサイクルに関する情報等)。
· カートリッジが再利用できないような装置をカートリッジに取り付けてはならない。

◆項目
1) カートリッジはリサイクルに適して構成され、次の各グループの要求項目のうち、全てのMust項目(M)を満足しなければならない。また、認定の要件ではないが、Should項目(S)を満足することが望ましい。
A:　組立構造と結合技術
B:　材料の選択とマーキング
C:　長寿命性

2) 用語の定義
	筺体部品
	機器を環境影響から保護すると共に、ユーザーと可動部品、発光部品または高電圧部品との接触を防ぐための外装カバーを構成する部品。

	アッセンブリー
	力あるいは形状によって互いに結合された2つ以上の部品から構成されるもの。

	電気・電子アッセンブリー(および部品)
	少なくとも1つの電気・電子部品を含むアッセンブリー(部品)。

	色材
	染料、顔料、およびその他添加物を、ポリマーマトリックス(例えば、トナーの場合)、溶剤(例えば、インクの場合)、ジェル、ワックス(例えば、固形インクの場合)といったキャリア物質に溶かした、または分散させた混合物。

	リサイクル
	本チェックリストでは、使用済みの(プラスチック)部品の材料としての活用を指す。

	再使用部品
	過去に使用され、再度使用されている部品。


3) カテゴリ分類
要求項目はMust項目、Should項目のいずれかのカテゴリに分類される。
	Must 項目(M)
	実現されなくてはならない項目

	Should　項目(S)
	実現されることが望ましい項目



日　　　　　　　　　付： 20　　年　　月　　日
企　　　 業　　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役職、設計責任者・担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
申込型式・品番名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	


要求
	対象
	カテ
ゴリ
	実現
	解説

	A:組立構造と結合技術

	A1
	相互に適合性を有さない材料でできたアッセンブリー同士は分離可能か、または分離補助部付きで結合されているか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	M
	□はい　/□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	重要な結合は筐体とと電気・電子アッセンブリー間の結合である。それらの分離可能性はアッセンブリーと材料の分別された使用／活用のためおよび有害物質を含む部品の速やかで確実な除去のための前提条件である。接着される銘板(例えば、企業のロゴやラベル)も対象となる。「分離補助部」とは例えば、予定破壊箇所を指す。
[No.155V1　別表1　A1項]

	A2
	分離すべき結合箇所は容易に見つけられるか。
	トナーカートリッジ：M
インクカートリッジ：S
	M
S
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	分解時に分離すべき結合箇所は容易にかつ速やかに見つけられなくてはならない。これが隠れた場所にある場合には、製品にその旨の指示が取付けられていること(例えば、射出成型またはレーザーによる表示)。
[No.155V1　別表1　A3項]

	A3
	分解工具のために必要な掴み点および作業空間が考慮されているか。
	トナーカートリッジ
	M
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外、対象外のカートリッジ
	『掴み点』とは結合要素に工具により力を伝えるべき点を指す。そして工具による分解動作を実行できるためには、十分な作業空間が存在しなければならない。
組み付け工程とは異なり、分解のために工具が必要なことが多いスナップ結合は、この要求の特別の対象である。
[No.155V1　別表1　A5項]

	B:材料の選択とマーキング

	B1
	プラスチック製筐体部品に貼付されるラベルなどは、分離が容易でない場合、それらが貼り付けられる部分と同一の材質であるか、もしくはリサイクルを妨げない素材であるか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	M
	□はい/
□いいえ/
□ラベルの貼付なし
	高品位の材料としてリサイクルをするためには、ラベルなどの貼り付けるプラスチック部品からの分離が容易であること、もしくは同材料化(相溶化)が望ましい。
[No.155V1　別表1　B1項]

	B2
	類似の機能を有するプラスチック部品の材料は一種類に限定されているか。
	25g以上の筺体部品
	M
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がない、対象部品がないため対象外
	『類似の機能』とは、例えば「耐衝撃性」、「耐摩耗性」といった機能を指す。材料の種類が少なければ少ないほど、分離および活用の工程は効率が向上する。この要求は再使用部品であることが証明された部品には適用しない。
[No.155V1　別表1　B2項]

	B3
	同一のプラスチック材料から製造されている部品は統一性または適合性をもって着色されているか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	S
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	同じプラスチック材料でできた部品に統一的な色を採用することによって、再活用のための材料循環の導入の可能性を改善することができる。『適合性をもった着色』とは、同色で明度が異なる場合を指す(例えば、灰色とチャコールグレー色)。さらに、プラスチック材料の種類毎に異なる色を採用するならば、この「色コード」はプラスチック材料を確実に種類毎に選別するのに役立つ。
[No.155V1　別表1　B3項]

	B4
	プラスチック部品への塗装は必要最小限に限定されているか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	M
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	『塗装』には塗料の層、蒸着層および印刷を含む。また、電気メッキの使用は認められない。
プラスチック部品上に大面積の塗料の層、蒸着層および印刷があると、引き続き材料としてリサイクルされる場合に、除去の工程が余計に必要になる。特別な部品のメッキについては説明を要する。レーザーマーキングはここでいう印刷には入らない。この要求は再使用部品であることが証明された部品には適用しない。
ただし、本項目はリサイクルを妨げない塗料の使用、または塗装作業者の労働安全衛生および環境への負荷低減に配慮した塗装を行っていることでも適合と見なすこととする。
｢リサイクルを妨げない塗料｣とは、塗装する部品の材料と塗料が相溶性を有し、高度なマテリアルリサイクル(自社製品への水平リサイクル)の阻害とならないものを言う。
『塗装作業者の安全衛生への配慮』とは、塗装作業所における換気・排風、作業者の保護具着用が行われていることなどをいう。環境への負荷低減への配慮とは、VOCの大気中への排出抑制となる除去設備の設置、塗装行程における工夫、低VOC塗料への代替などを言う。
[No.155V1　別表1　B4項]

	B5
	材料として活用可能な材料および材料結合を使用しているか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	M
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	『材料として活用可能』とは、出発原料と同一のリサイクル材料が製造できることを意味する(オリジナルレベルでの活用)。
なお、本項目は設計時の意図、目標を問うものであり、リサイクルの実行の有無については問わない。
[No.155V1　別表1　B5項]

	B6
	再生プラスチック材料の部分的な使用が許されているか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	M
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	『許されている』とは、製品の仕様において、条件を満足する材料が入手可能であれば使用できることを指す。また、『部分的な』とは、該当するプラスチック部品が存在すること(全ての部品でなくてよいということ)を指す。クローズドサイクルは、製造者が再生材料を既に使用しているかまたはそれを製品仕様書の中で約束して初めて実現する。
[No.155V1　別表1　B6項]

	B7
	プラスチック質量の全体に占めるリサイクル材料の割合は恒常的に少なくとも5%か。
	トナーカートリッジの筐体部品、インクカートリッジの筐体部品
	S
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がないため対象外
	『プラスチック質量の全体』とは、対象のプラスチック部品を全て合計した質量を指す。『リサイクル材料』とは、リサイクルプラスチックを含むプラスチック部品のことではなく、リサイクルペレットそのもののことを指す。リサイクルペレットの起源については問わない。つまり、使用済みプリンタ・複写機の部品から得られるリサイクルペレットに限らず、市場の他の製品群も含めてのリサイクルプラスチックであればかまわない。
適したリサイクル材料の使用は特に資源の節約に貢献し、可能な範囲で使用することが強く望まれる。
[No.155V1　別表1　B7項]

	B8
	25gを超え、かつ面積が200mm2を超えるプラスチック製部品は、ISO 1043を考慮しながら、ISO 11469に従ってマーキングがなされているか。
	ユニット全体(再使用される複合アッセンブリー中に含まれているプラスチック製部品は除く)
	M
	□はい/
□いいえ/
□交換部品がない、または対象部品がないため対象外
	プラスチックのマーキングはすべてのリサイクル企業にプラスチック材料の種類毎の選別を可能にする。
[No.155V1　別表1　B10項]

	C:長寿命性

	C1
	カートリッジは色毎の交換が可能か。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	S
	□はい/
□いいえ/
/単色のため対象外
	色毎の交換は材料の節約に貢献する。
[No.155V1　別表1　C3項]

	C2
	カートリッジは再利用できるか。
	トナーカートリッジ/インクカートリッジ
	M
	□はい/
□いいえ
	再使用を設計的な対策によって妨げてはならない。具体的には、カートリッジの再利用を妨げるためのICチップまたは他の装置をカートリッジに取り付けてはならない。
[No.155V1　別表1　C4項]

	すべての“Ｍ”要求が満足されており、それらに“Yes”回答が与えられたか。
	M
	□はい/
□いいえ
	




記入表2　プラスチック製筐体部品に使用するプラスチック材料リスト

日　   　付：　２０　　年　　　　月　　　　日
企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
役職、設計責任者・担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
申込型式・品番名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


◆25gを超えるプラスチック製筐体部品は以下の通りです。
	No.
	部品名称
	プラスチック製造事業者
	プラスチック製品名
	材質名
	1種類のポリマーまたはポリマーブレンドにより構成されている

	例
	例：筐体
	例：〇〇㈱
	例：〇〇ABS　E100
	ABS
	○

	1
	
	　
	　
	　
	

	2
	
	　
	　
	　
	

	3
	
	　
	　
	　
	

	4
	
	　
	　
	　
	

	5
	
	　
	　
	　
	

	6
	
	　
	　
	　
	

	7
	
	　
	　
	　
	

	プラスチックの種類数
	



155V1付属証明書
132V2A付属証明書
2016/4/1版

14/27
0

16/21
記入表3　再使用・マテリアルリサイクル率、および再資源率　(本書式はに準じてイメージです。同内容を記載した資料でも構いません)
日　   　付：　２０　　年　　　　月　　　　日
◆本証明書の対象機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
□トナーカートリッジ　／　□インクカートリッジ　　　　　　　　　　　　　　役職、管理責任者・担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
◆集計対象期間：２０＿＿年＿＿月＿＿日～２０＿＿年＿＿月＿＿日
会社全体における上記対象機器の合計質量(回収したもの。トナー/インクを除く)を記載して下さい。
	
	製品/部品名
	質量(t)
	再使用する
材料(素材)名
	質量(t)
	マテリアルリサイクルされる材料
(素材)名
	質量(t)
	再使用、マテリアルリサイクルを除く、再資源化される材料(素材)名
	質量(t)
	その他*
	質量(t)
	引取先
	回収後の使用
用途、処理方法*

	部品1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	A
	
	B
	
	C
	
	D
	
	E
	
	
	


* 再資源化できない部分については、減量化の工程および適正処理に関する説明を記載して下さい。

再使用・マテリアルリサイクル率　　　　　　　　　　(B＋C)　 ／A × 100 =　 　　　　(t) ／　 　　 　　(t) × 100 =　　　%

再資源化率(再使用・ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ、またはｴﾈﾙｷﾞｰ回収)　(B＋C＋D)／A × 100 =　 　　　　(t) ／　 　　　　 (t) × 100 =　 　 %　
小数点第1位まで(2位以下は切り捨て)
◆回収実績(過去3年間程度)の推移
	期間
	回収量(t)

	
	

	
	

	
	



◆カートリッジとともに回収された包装材料、廃トナー/インク、およびその他の廃棄物(回収対象外のカートリッジを含む)については以下に記載すること。
	部材、材料名
	質量(t)**
	再使用する
材料(素材)名
	質量(t)
**
	マテリアルリサイクルされる材料
(素材)名
	質量(t)
**
	再使用、マテリアルリサイクルを除く、再資源化される材料(素材)名
	質量(t) **
	その他*
	質量(t) **
	引取先
	回収後の使用
用途、処理方法*

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


132V2、142V2付属証明書
**　質量の記載は任意です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　



記入表4　包装材料チェックリスト
日　     　　　付：２０　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職、設計責任者・担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
申込型式・品番名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■使用包装材料一覧表
カートリッジ1個あたりに使用している包装材料の名称、質量、再生材料の使用率を記載して下さい。
	No.
	使用包装材料名
	質量[g]
	再生材料の
使用率

	1
	
	
	　　%

	2
	
	
	　　%

	3
	
	
	　　%

	
	合　　計
	
	


　使用包装材名の記入例：ダンボール、ポリエチレン、発泡ポリスチレン、パルプモールド
■包装材料チェックリスト
以下の要求事項に対して、全て実現(「はい」)している場合(Should項目を除く)に、基準に適合すると判断する。
	No.
	要求
	実現
	解説

	1
	減量化・減容化を考慮して設計しているか
	□はい/□いいえ
	

	
	
	具体的には、同タイプ(同サイズ・体積)の従来機(もしくは基準機)に使用される包装材料との減量化もしくは減容化率等の比較を行っているか。
	
	□従来機に使用される包装材料との比較
	従来機の名称
	

	減量化率
	

	減容化率
	


減量化率、減容化率は、どちらかでも構いません。
□同タイプの従来機が存在しない

	2
	再生材料の使用を考慮して設計しているか
(古紙、再生プラスチックなど)
	□はい/□いいえ
	再生材料を使用している場合には、上記一覧表に記載すること

	3
	材料の共通化を図るように設計しているか
	□はい/□いいえ
	自社製品内での材料の共通化や同一製品に使用される包装の材料を統一することが望ましい

	4
	リサイクル、もしくはリユースしやすい材料の選択を考慮して設計しているか
	□はい/□いいえ
	消費者がリサイクル等にまわしやすい材料を選択することが望ましい

	5
	異種材料を複合して使用する場合には、材料間の分離が容易なように設計しているか
	□はい/□いいえ
□異種材料の複合使用なし
	ここでいう異種材料とは、金属とプラスチック、紙とプラスチック等を指し、プラスチックの種類による違いではない。

	6
	リサイクル、もしくはリユースしやすいように、法令やJIS規格等による材質表示がされているか
	□はい/□いいえ
	消費者がリサイクル等にまわせるように適切な表示を行う必要がある。

	7
	包装に使用される材料は、環境影響を及ぼす化学物質の使用回避、削減がされるように材料選択をしているか(ハロゲンを含むポリマー、CFC、HCFC等(別表3)の不使用)
	□はい/□いいえ
	環境影響を及ぼす化学物質を使用している場合には、リサイクルや廃棄時に問題となる。

	8
	包装材等の回収および再使用または再生利用のためのシステムがあるか
	[Should]
□はい/□いいえ
	グリーン購入法の配慮事項に記載されているように、回収・リサイクルシステムを有していることが望ましい。



記入表5-1　　　　　　　有害物質の放散に関する試験結果(A3+以下)
日　     　　　付：２０　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・試験/管理責任者/担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
有害物質の放散に関する試験について、下表のとおり証明します。
	試験所名
	

	所在地
	

	試験報告書番号
	

	製造事業者名
	

	試験型式・品番名
	機器
	
	シリアル番号
	

	
	カートリッジ
	
	

	同一試験区分により本試験結果に包含される型式・品番名
	

	製造年
	
	試験日
	

	機器の種類
	□卓上型 ／ □床置き型
	機器の体積
	□≦ 250L ／ □＞ 250L

	チャンバーの容積
	m3

	種類
	□複写機　／　□プリンタ　／　□ファクシミリ　／　□複合機

	製品速度
	モノクロ：　　　　ipm　／カラー：　　　　ipm

	印字方式
	□電子写真　／　□インクジェット　／　□高性能IJ　／　□感熱　／　□染料昇華
□インパクト　／　□固体インク　／　□熱転写

	モノクロ／カラー対応
	□モノクロ　／　□カラー

	サイズ形式
	□標準形式　□大判形式(最大サイズ：　　)／　□小判形式

	試験方法
	RAL-UZ171 Appendix S-M
試験条件の補足
[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]



	
	放散速度(mg/h)

	
	モノクロ
	カラー

	
	基準値
	測定値
	基準値
	測定値

	待機時*1
	TVOC
	卓上型
	≤ 1.0
	
	≤ 1.0
	

	
	
	床置き型、機器体積>250L
	≤ 2.0
	
	≤ 2.0
	

	動作時
(待機時＋印刷時の合計)
	TVOC
	≤ 10
	
	≤ 18
	

	
	ベンゼン
	 < 0.05
	
	 < 0.05
	

	
	スチレン
	≤ 1.0
	
	≤ 1.8
	

	
	未同定の個別物質VOC
	≤ 0.9
	
	≤ 0.9
	

	
	オゾン*2
	≤ 1.5
	
	≤ 3.0
	

	
	粉塵*3
	≤ 4.0
	
	≤ 4.0
	

	
	PER10 PW (粒子数/10分)

	
	モノクロ
	カラー

	
	基準値
	測定値
	基準値
	測定値

	動作時
	粒子エミッション率*4
	≦250L
	≤ 3.5×1011
	×1011
	≤ 3.5×1011
	×1011

	
	
	＞250L
	－
	×1011
	－
	×1011


*1 機器の測定に適用　*2 電子写真方式の機器に適用　*3 電子写真方式の機器、トナーカートリッジに適用　
*4 電子写真方式の機器、トナーカートリッジに適用(ただし、トナーカートリッジについては、2018年7月までは粒子エミッション率の基準値は適用しない(測定は必須))　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
記入表5-2　　　　有害物質の放散に関する試験結果(A2以上)
日　     　　　付：２０　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・試験/管理責任者/担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印

有害物質の放散に関する試験について、下表のとおり証明します。
	試験所名
	

	所在地
	

	試験報告書番号
	

	製造事業者名
	

	試験型式・品番名
	機器
	
	シリアル番号
	

	
	カートリッジ
	
	

	同一試験区分により本試験結果に包含される型式・品番名
	

	製造年
	
	試験日
	

	機器の種類
	□卓上型 ／ □床置き型
	機器の体積
	□≦ 250L ／ □＞ 250L

	チャンバーの容積
	m3

	種類
	□複写機　／　□プリンタ　／　□ファクシミリ　／　□複合機

	製品速度
	モノクロ：　　　　ipm　／カラー：　　　　ipm

	印字方式
	□電子写真　／　□インクジェット　／　□高性能IJ　／　□感熱　／　□染料昇華
□インパクト　／　□固体インク　／　□熱転写

	モノクロ／カラー対応
	□モノクロ　／　□カラー

	サイズ形式
	■大判形式(最大印字幅：　　) 

	試験方法
	RAL-UZ171 Appendix S-M
試験条件の補足
[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]



	
	放散速度(mg/h)

	
	A2以上A0+以下
	A0+超

	
	モノクロ/カラー
	[bookmark: _GoBack]モノクロ/カラー

	
	基準値
	測定値
	基準値
	測定値

	待機時*1
	TVOC
	≤ 2.0
	
	≤ 2.8
	

	動作時
(待機時＋印刷時の合計)
	TVOC
	≤ 39
	
	≤ 55
	

	
	ベンゼン
	< 0.2
	
	< 0.3
	

	
	スチレン
	≤ 4.7
	
	≤ 6.6
	

	
	未同定の個別物質VOC
	≤ 2.0
	
	≤ 2.8
	

	
	オゾン*2
	≤ 7.8
	
	≤ 11
	

	
	粉塵*3
	≤ 16
	
	≤ 22
	

	
	PER10 PW (粒子数/10分)

	
	モノクロ
	カラー

	
	基準値
	測定値
	基準値
	測定値

	動作時
	粒子エミッション率*4
	≦250L
	≤ 3.5×1011
	×1011
	≤ 3.5×1011
	×1011

	
	
	＞250L
	－
	×1011
	－
	×1011


*1 機器の測定に適用　*2 電子写真方式の機器に適用　*3 電子写真方式の機器、トナーカートリッジに適用　
*4 電子写真方式の機器、トナーカートリッジに適用(ただし、トナーカートリッジについては、2018年7月までは粒子エミッション率の基準値は適用しない(測定は必須))　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

記入表6
トナー、インク、または固形インク等(色材)中の
有害物質に関する証明書

日　 付：２０　　年　　　　月　　　　日
企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役職・責任者・担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

色材の名称：　　　　　　　　　　　　

色材に使用する物質について、下表のとおり証明します。
	区分
	対象物質
	適合状況

	REACH規則等
	a. EC規則1272/2008のAnnex VI、表3.1のカテゴリ1A、1B、または2に分類される発がん性物質
b. EC規則1272/2008のAnnex VI、表3.1のカテゴリ1A、1B、または2に分類される変異原性物質
c. EC規則1272/2008のAnnex VI、表3.1のカテゴリ1A、1B、または2に分類される生殖毒性物質
d. REACH規則のAnnex XIIIの基準に基づく、難分解性、生体蓄積性毒性物質(PBT物質)またはきわめて難分解性で高い生体蓄積性の物質(vPvB物質)
e. または、その他理由から、またはREACH第59条1項に記載のリスト(いわゆるSVHC候補リスト)に掲げられた特に警告されている物質
f. EC規則1272/2008のAnnex VIの表3.1または3.2に基づき以下のHフレーズまたはRフレーズを伴う混合物のラベリングを要する、または同種混合物分類の要求に合致する物質
H370(R39/23/24/25/26/27/28)　臓器を傷害する
H371(R68/20/21/22)　臓器を傷害する恐れがある
H372(R48/25/24/23)　臓器を傷害する
H373(R48/20/21/22)　臓器を傷害する恐れがある
	処方構成成分として
□添加なし/□添加あり

	重金属
	カドミウムおよびその化合物
鉛およびその化合物
水銀およびその化合物
六価クロム化合物
ニッケルおよびその化合物(色材剤として分子量の大きいニッケルの錯化合物は除く)
	処方構成成分として
□添加なし/□添加あり

	アゾ着色剤
	分解によって生成してはならないアミンリスト
	左記のアミンを生成する
アゾ着色剤の
□使用なし/□使用あり

	
	4-アミノジフェニル
ベンジジン
4-クロロ-o-トルイジン
2-ナフチルアミン
o-アミノアゾトルエン
2-アミノ-4-ニトロトルエン
p-クロロアニリン
2,4-ジアミノアニソール
4,4’-ジアミノジフェニルメタン
3,3’-ジクロロベンジジン
3,3’-ジメトキシベンジジン
	3,3’-ジメチルベンジジン
3,3’-ジメチル-4,4’-ジアミノジフェニルメタン
p-クレシジン
4,4’-メチレン-ビス-(2-クロロアニリン)
4,4’-オキシジアニリン
4,4’-チオジアニリン
o-トルイジン
2,4-トルイレンジアミン
2,4,5-トリメチルアニリン
o-アニシジン
4-アミノアゾベンゼン
	

	殺虫・殺菌性物質
	「殺生物製品の市場での入手と使用を可能とすることに関する2012年5月22日付の欧州議会および理事会規則(EU)No528/2012」のAnnex Iにリストされた殺虫・殺菌性物質のみを処方構成成分として添加している。
ただし、リストされていない物質を使用する場合には、当該指令に基づいて承認申請が提出されていれば添加は許されるが、不認可が決定された場合にはその限りではない。
	殺虫・殺菌性物質の
□使用あり/□使用なし

	
	
	使用ありの場合、以下記入のこと
　□Annex　Iにリストされた成分のみを添加している。
　□Annex　Iにリストされていない成分がある
　　→□提出あり/□提出なし・不許可


d.およびeは、RAL-UZ171のAppendix R-L2による。
以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記入表7　
公益財団法人日本環境協会
　　エコマーク事務局　御中
環境法規等順守証明書

	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)
(工場名)
(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印
(社印、もしくは責任者印を捺印、
海外の場合は責任者のサイン)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　		　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長(もしくは相当する工場の責任者)
* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効

下記の事項に適合していることを証明します。
記
１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など(以下「環境法規等」という)を順守していることを証明します。
　　(以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可)
	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること(例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定)

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。
(該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。)
　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。
□　創業(　　　　年)以来、関連する環境法規等の違反はありません。
　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。
※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)
1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧
2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)
3)記録文書の保管について定めたもの
4)再発防止策(今後の予防策)
5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。
以上

To: Japan Environment Association
Eco Mark OfficeEntry example 7(EN)


Certificate of Compliance with Environmental Laws, etc.
	  Date of issue:     
	  [date],

	(Company name)
(Plant name)
(Name of the responsible person) title                      name
	
seal 
(company seal)

	Plant address: 

	TEL　　：+


* Enter the manager (or the corresponding responsible person) of the plant manufacturing the finished goods in 
the Name of the responsible person column. 
* Effective issuing date of this Certificate shall be within three months from the date of application to Eco Mark.

We hereby certify that the following requirements are met:

1. We hereby certify that in manufacturing the applied product, we comply with related environmental laws and regulations and pollution control agreement (hereinafter referred to as the “Environmental Laws, etc.”) with respect to air pollution, water contamination, noise, offensive odor, and emission of hazardous substances.
(Please check the relevant boxes as follows to submit the Certificate.  It is also acceptable to submit an attached list.)
	Name of the Environmental Laws, etc. related to the plant
	Remarks 

	□ Air Pollution Control Law
	

	□ Water Pollution Control Law
	

	□ Noise Regulation Law
	

	□ Vibration Regulation Law
	

	□ Offensive Odor Control Law
	

	□ Other: 
	


* In the “Other” column, enter the name of law applied to the plant, and if there are regulations or agreements of the area where the plant is located, also enter the names of such regulations and agreements (e.g., xx Prefecture xx Environmental Conservation Regulation, xx City Pollution Prevention Agreement). 

2. We hereby certify that the state of compliance with the Environmental Laws, etc. prior to the date of issue of this Certificate is as follows:
(Please check the relevant boxes to submit the Certificate. Violation refers to administrative punishment or administrative guidance.)
□  We have not violated any related Environmental Laws, etc. for the past five years.
□  We have not violated any related Environmental Laws, etc. since foundation of the Company (year).
□  We violated related Environmental Laws, etc. in the past five years, have already taken proper remedies and recurrence prevention measures, and thereafter comply with the related Environmental Laws, etc. properly.
*If you committed any violation subject to administrative punishment or administrative guidance, you need to submit the following documents in a and b:
	a. For the fact of violation, the guidance document from the administrative agency (including a correction order and warning) and copies of written answers to those documents (including reports on the cause and result of correction) 

	b. For the management system for compliance with the Environmental Laws, etc., the following materials (copies of recording documents, etc) in 1)-5):
1) List of the Environmental Laws, etc. related to the area where the plant is located;
2) Implementation system (organizational chart with entry of roles, etc.);
3) Document stipulating retention of recording documents;
4) Recurrence prevention measures (future preventive measures);
5) State of implementation based on recurrence prevention measures (result of checking of the state of compliance, including the result of onsite inspection).


　□　We violated Environmental Laws, etc. in the past, and have not yet taken corrective measures.

記入表9 
公益財団法人日本環境協会
　　エコマーク事務局　御中
自社規格品質管理証明書

	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)
(工場名)
(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印
(社印、もしくは責任者印を捺印、
海外の場合は責任者のサイン)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長(もしくは管理の責任者


当社エコマーク認定申込ブランド名(　　　　　)については、別紙(実際の品質管理項目を説明する資料)の品質管理項目に基づいて、商品を管理し、品質管理基準に適合する商品のみを出荷することを証明します。
以上


記入表0　　本書式は他社開発製品またはOEM供給を受ける場合に限り提出が必要です。
公益財団法人日本環境協会
エコマーク事務局 御中

申込承諾書


	発行日：２０　
	
	年
	
	月
	
	日

	(発行者：会社名)

	印(社印を捺印)


* 発行者は製品を製造した会社(申込承諾者)


当社商品名(　　　　　　　　　　　)(エコマーク認定番号(　　　　　　　))を、

エコマーク申込企業(　　　　　　　　)が商品ブランド名(　　　　　　)として、

エコマーク商品認定・使用申込を行うことを承諾します。

以上


